保育現場との協働による宮崎県若手保育者の不適応の検討 ―平成27年度宮崎県幼稚園教職員研修大会における調査から― by 小澤 拓大 et al.
















教員である第 1 著者と第 2 著者、幼稚園副園長である第 3 著者、幼稚園園長である第 4 著者が検討を
行う。
　多くの研究で若手保育者の不適応が示されているが（e.g.,　傳馬 ,　2014;　伊藤 ,　2014;　加藤・鈴
木 ,　2011;　岡本・卜田・松井・北野 ,　2010;　全国保育士養成協議会専門員会 ,　2009;　水野・徳田 ,　2008）、
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　宮崎県幼稚園連合会加盟園でクラス担任をしている保育者 318 名であった。回答に不備があった 6 名






保育経験年数を「a 0 ～ 2 年」、「b 3 ～ 5 年」、「c 6 ～ 10 年」、「d 11 年以上」のいずれかで回答す








































～ 10 年」、「11 年以上」の 4 つの群に分けた。その結果、「0 ～ 2 年」が 96 名（30.9%）、「3 ～ 5 年」が
90 名（28.9%）、「6 ～ 10 年」が 55 名（17.7%）、「11 年以上」が 70 名（22.5%）であった（括弧内は全体









近いものを 1 つ選択させている。経験年数群ごとに「d 活動をこなすことで精いっぱい」を選択して
いる割合（当該経験年数群に占める）を算出した（図 1）。なお、図中の「○／□」（例：10/95）は□















のうち、いずれか一つでもあてはまる若手保育者は 96 名中 37 名（38.5%）であった。つまり、若手保
育者の 4 割近くが何かしらの職務内容に関する不適応を抱えていることが示された。なお、他の 2 つ
39
宮崎学園短期大学紀要　Vol.9 （2016） 36-46 抜刷
が保育経験年数が高くなるにつれて割合が低下しているのに対し、「保護者とのコミュニケーションが



































































主任：48 名（50.5％）・職場の先輩：70 名（73.7％）・年の近い職場同僚：51 名（53.7％）・事務・
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